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キャンパスＦＭ研究部会

少子化､DX､GX時代のキャンパスFM
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2022 年から2024 年の3 年間に、デジタル技術も活用して学修者本位の学びを実現することを柱とす
る大学設置基準の改正、二酸化炭素排出量半減の目標化、18 歳人口減少により大学定員が2 割余剰
する予測など、キャンパスFM に大きな影響を与える３つの要因が発生している。それに加えて、全私立
大学でみると、全施設を更新・維持できる積立額を保持できていないことも判明しており、これを加えた
４要因が今後のキャンパスFM を方向づけることを示した。

2022 年は、コロナ禍で採用が進んだ遠隔授業、大学設置基準改正の内容を調査し、学びの場づく
りへの影響を検討した。2023 年はZEB の概要と視察施設での採用技術の整理、大学定員余剰の
2040 年推計を掘り下げた。2024 年は４要因を概括してダウンサイジングとZEB 化の推進を訴える
とともに、FM 三階層をハニカム形状に分解し十余年の活動領域の整理も行った。結果、スペースや
ファシリティコストなどの管理系指標の検討が疎かになっていたことが再認識できた。
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ント』を発刊した。本書では、学校法人会計に関する

書籍であまり論じられてこなかった基本金組入れや減

価償却の仕組みをわかりやすく解説し、積立率不足に

陥った原因とも考えられる “ 減価償却と基本金組入れ

の二重負担論 ” の誤りも指摘している。

　また、先進事例の章をはじめとして、全教職員が課題共

有し、大学経営課題として変革に取り組むことの大事さも述

べており、大学職員の方からも「若手職員、特に総務、管財、

企画系には良い入門書になる」との評価をいただいている。

3．大学設置基準の改正

　2022 年 7 月には、その秋に大学設置基準が改正される

ことを知り、調査に加えた。改正内容は図表 2 に示す通り、

1．はじめに
　本部会では、私立大学の経営に影響を与えるさまざま

な背景のうち、施設に解決策が潜む要因について調査検

討を進めており、概要を各章にまとめ、結論を 8 章に記

した。また、9 章では FM の計画・管理に必要な指標の

整備についても言及した。

2．財務視点から考えた書籍を発刊

　大学は永続が求められ、必要な資産を継続的に保持す

る必要があるが、私立大学全体では積立率が不足し、資

産の永続的な保持が困難な状況にある。図表１の左側に

示すように、積立率（▲印の折れ線）は 100％を下回り、

80% 未満の状況が続いている。棒グラフは左右一対で出

来ており、左が要積立額、右が運用資産（積立額に相当）

を示している。要積立額の大半は建物の減価償却累計額

であり、その分の積立が不足している。大学が増え、建

物が増え、累積減価償却額が増加したが、それに見合っ

た運用資産の積み増し処置がなされてこなかったことを示

している。

　民間企業と異なり、大学経営では大きな収益を上げて

運用資産の不足を一気に挽回する機会はない。大学の永

続性を守るためには、全教職員が自学の積立率の実態を

知っておく必要がある。回復が容易ではないことを肝に銘

じ、少子化への対応など、変化する方針に応じた機能・

規模の見直しや、施設総量の削減を目指す必要がある。

　当研究部会では、この問題に取り組み、2021 年に

『財務視点から考える私立大学のファシリティマネジメ

キャンパスFM研究部会

図表 1　財務視点から考えた書籍の発刊

図表 2　大学設置基準の改正（１）

・教員と事務機能の合体

・従来の専任教員の 1/4 まで、他学部、他大学、民

間からの登用が可能

・TA、SA などの指導補助者の規定化

・施設は規定主義から機能優先に変更（ただし研究室

の設置は必須）

など多岐にわたる。

　特例制度も設定されており、概要を図表 3 に示す。

・他大学の開設科目を卒業要件単位に算定可能

・単位互換の単位数上限 60 単位、オンライン授業の

単位数上限 60 単位の緩和

・連携開設科⽬の単位数上限 (30 単位 ) の緩和

・校地面積基準、校舎面積基準の緩和

などの申請が可能になった。施設が機能優先に変わっ
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た一例として、運動場、体育館を取り上げる。従来「設置

を原則とし、場所は同一敷地か隣接地とするが、止むを得

ない事情の場合は、隔地設置もしくは代替措置を認める」

とされていたものが、改正後は「教育または厚生補導を行

う上で必要に応じて設ける」と変更され、設置の有無その

ものに自由度が与えられた。

　総じて言えば、今回の改正により、「教員・スタッフの連携・

強化が求められる一方で、各大学が個々に物理的に用意す

べきリソースには緩和措置が採られた」と解釈できる。

4．遠隔授業の浸透と学修者本位の学び
　コロナ禍には、学生の罹患を防止するために、さまざま

な方式の遠隔授業が取り入れられた。教室に求められる

機能や運用に違いが生じるため、まず方式・用語の整理

をしておく。図表 4 を下から説明すると、ハイフレックス

は教室での対面と遠隔での受講が併存する方式、リアル

タイムはオンライン会議と同じ方式、オンデマンドは事前

収録された授業を指定期間の都合良い時に受講する方式

であり、上のブレンド型は、回ごとの授業の特性に合わせ

て遠隔と対面を使い分ける方式を示す。

　コロナ禍の中盤以降はハイフレックスが多くの大学で採

用された。これは対面の機会を少しでも多く設けること、

教室内の換気量 30㎥ / 人 ･ 時を満たすことを同時に満た

すための方策であり、教室定員の半分または 2/3 を通学

とし、残りの学生を遠隔での受講とする方式であった。こ

の実現のために、ほとんどの教室に録画カメラ、マイクな

どを設置する計画・工事で施設系職員は忙殺された。

　設置基準では遠隔授業の上限は 60 単位と規定されて

いるが、これは、科目毎に遠隔授業か否かの判断を行い、

遠隔と判断された科目が 60 を超えないようにすることを

意味する。図表 4 のどの方式でも、対面で授業を受けた

人数・回数が半分を超えていれば「対面授業科目」と判

断される。図表 5 に各方式との関係を整理した。

　2021年～2022年に文部科学省が全大学に対して行っ

た授業方針推移の調査結果を図表 6 に示す。2021 年後

図表 4　遠隔授業のタイプ 図表 6　対面・遠隔の授業比率の変化

図表 5　60単位を上限とする遠隔授業の意味

図表 3　大学設置基準の改正（2）
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期は ｢全面対面｣ は 36% であったが、2022 年前期には

55%となり、｢ほとんど対面｣ を合わせると 88% を占める

ようになり、遠隔授業は過去のものになったようにも見える。

しかし、個別にみれば、早稲田大学は「コロナ後も遠隔を

3 割取入れる」と回答し、立命館大学は「対面授業科目」

の視点で回答していたことが判明しており、オンライン授業

の利点を教育に取り入れている大学も散見される。

　直近の動向として、2025 年 4 月にオンライン大学「ZEN

大学」が開校していることも見逃せない。現在は知能情報

社会学部のみだが、第 1 期生は 3,380 人。10 ～ 20 代が

87%、30 代以上が 13％で、社会人のリカレント学修にも

用いられている。

5．省エネから ZEB 化へ
　2010 年頃から大学に対しても省エネ対策の指導が

続いてきた。従来は管理レベルを上げて省エネにつな

がる運用を行うことに主軸があったが、目標削減率は

6% から 15%、さらに 25% へと強化されて運用改善に

よる削減は限界に近づいていた。国も東京都も 5 割近

い削減率を目標とするに至り、従来の運用改善を中心

とした省エネ活動だけでは立ち行かなくなり、非化石

電力の採用や建物の ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・

ビル）化などの施策が求められるようになってきた。

　ZEB とは、快適な室内環境を維持しつつ、建物で消

費する一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指

した建物である。図表 7 の右上に示すように、下向き

の矢印が省エネで消費量を削減する部分を示し、上向

きの矢印のように、残る消費量分に相当するエネルギー

を太陽光発電などで創出すればエネルギー収支はゼロ

になる。完全な ZEB に至る手前に、省エネと創エネ

で 25% 以下まで削減すれば “Nearly ZEB”、省エネで

50% 以下まで削減すれば “ZEB Ready”、 60% 以下ま

で削減すれば “ZEB Oriented” と定義されている。

　図表 8 に ZEB 化を実現するための要素技術を階層的に

整理した。階層を下からみていくと、利用の無駄・ムラを

削減するエネルギーマネジメント、必要なエネルギーを減

らすパッシブ技術、消費エネルギーを効率的に使うアクティ

ブ技術、再生可能エネルギーを創り出す創エネ技術に分

かれる。階層ごとの主要技術を図表 8 の右側に示した。

図表 8　ZEBを実現するための要素技術

図表 7　ZEB化水準毎の名称
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図表 9-3　ZEB化と学びの場の高次元の融合

図表 9-2　ZEB化と学びの場の高次元の融合

図表 9-1　ZEB化と学びの場の高次元の融合

6．ZEB 化と学生本位の学びの場の融合
　2022 年から2024 年にかけて、毎年複数のキャンパス視

察を実施してきた。視察した施設の殆どが ZEB Ready を達

成しており、しかも学生本位の学びの場を高次元で融合させ

ている。図表 9 の 1 ～ 3 に、明治大学和泉キャンパス ラー

ニングスクエア、文教大学 東京あだちキャンパス、千葉商

科大学 市川キャンパス、中央大学多摩キャンパス FOREST 

GATEWAY CHUO、麗澤大学 校舎さつきの外観・内装の一

部を示す。担当職員や計画者が想いをもって学生のニーズ

に合致した施設を創り出し、学修を促す環境を整えて、大学

の魅力を高めている。

　教育内容、卒業後の進路と並び、4 年間（または 6 年間）

を過ごす環境・場は大学評価において重要な要素の一つと

なっている。

7．少子化による大学定員余剰の加速
　少子化の進行により大学進学者数が減少し、大学の

総定員が過剰になることは以前から予測されていたが、

2023 年 7 月に文部科学省の中央教育審議会で「将

来推計」を詳細に行い、2040 年には大学定員の 2

割が余剰になることが改めて示された。図表 10 の左

側のグラフでは、大学進学率は 54% から微増していく

が、18 歳人口が大きく減少するために入学者総数は

50 万人を下回り、定員の 2 割が余剰となることが推計

されている。各地域の大学の総定員数に人口の流出入

を加味した結果として、図表 10 右側に示すとおり、い

ずれの主要都市圏でも定員充足率が 8 割強まで下がる

と推計している。

図表 10　2040年に大学定員が 2割余剰の推計

8．大学の FM 施策に影響を与える４大要因
　上述の検討を通じて、キャンパス FM に影響を与え

るのは図表 11 の 4 要因であると結論づけている。

①永続的な運営に必要な額の積立ができなくなって

いること

  FOREST GATEWAY CHUO
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②各大学が確保すべきリソース（教員、施設）の基

準が緩和されたこと

③進学者数の減少が顕著になり、定員余剰が問題に

なってくること

④国の CO2 排出削減目標の達成が必要なこと

　つまり、 財務状況から現在の施設規模を維持する

ことは難しく、基準の緩和と進学者の減少を踏まえる

と、大学施設のスリム化は避けられない。その過程で、

CO2 排出削減に寄与する ZEB 建物を増やし、魅力的

な学修環境を構築すべきである。

　当研究部会では、大学経営に資する FM、職員が共

通して学べる FM の充実を図る所存である。

9．FM ハニカムによる部会活動の振返り
　当部会では、大学を取り巻く経営環境の変化に加えて、

幅広い視点から先進事例の調査を続けてきた。さまざま

なテーマを扱ってきたが、手つかずの FM 領域も多々ある

と感じている。それを確かめるために、図表 12 に示すと

おり FM 三階層の中間層を 4 つに分けたハニカムマップ

を作成し、活動を振り返ることにした。中間層の 4 分割は、

建物と内部利用、事例・構築プロセスと管理指標の 2 ×

2 で行っており、全体ではハニカムの形状になる。

　2012 年からの活動を図表 13 の右側に記載し、図左

側の FM ハニカムにプロットしてみると、スペースや環境

などの管理情報や、オペレーション、施設コスト関連の情

報など、場や建物造りの基となる管理情報の収集が手薄
図表 13　FMハニカムへの活動領域のプロット

図表 12　FM三階層を FMハニカムへ

図表 11　キャンパス FMに影響を与える 4大要因

であったことが分かる。大学職員のメンバーからは「大学

の内情に関わる情報で外部に出しにくいものが多数ある」

との意見が多いため、まずは公表事例を丁寧に収集し、

役立つ情報に整理していきたいと考えている。◀
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